
(証券コード　５７５３)
2020年６月11日

株 主 各 位
堺 市 堺 区 匠 町 2 0 番 地 １

日 本 伸 銅 株 式 会 社
代表取締役社長 窪 田 　 誠

2019年度定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社2019年度定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通
知申し上げます。
　なお、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に
賛否をご表示いただき、2020年６月25日（木曜日）の当社営業時間終了の時
（午後６時）までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

1. 日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時

2. 場 所 堺市堺区匠町20番地１　当社本社会議室

3. 目的事項

報告事項 2019年度（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告および

計算書類の内容報告の件

決議事項

＜会社提案（第１号議案）＞

第１号議案　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

＜株主提案（第２号議案及び第３号議案）＞

第２号議案　　日本伸銅株式会社　定款第37条（剰余金の配当等の決定機関）

当会社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める

事項については、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会

の決議によらず、取締役会の決議によって定める。の削除の件

第３号議案　　剰余金処分の件

株主提案（第２号議案及び第３号議案）にかかる議案の要領は、後記「株主総

会参考書類」（29頁から32頁まで）に記載のとおりであります。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。
　事業報告、計算書類、株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレス　http://www.nippon-shindo.co.jp）において、修正後の事項を掲載さ
せていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告 (2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

1.　会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当事業年度における世界経済は、2019年11月に中国湖北省武漢で新型コロナウイ

ルス感染症がアウトブレイクし、瞬く間に世界各国へ感染拡大しました。各国政府

は、人の移動を規制しました。我が国経済は、2019年10月に、消費税率が10％に引

き上げられ、個人消費は減速しました。また、輸出と生産は弱含みで推移しまし

た。労働力市場は逼迫したままで、実質的な完全雇用の状態にありました。当社の

主要原材料である銅の建値は、コロナショックにより、2020年３月末には、１トン

58万円まで下落しました。

この結果、当社の当事業年度の経営成績は、販売数量が２万4,022トン（前期比

7.6％減少）となり、銅相場が前期と比較して下落したため、売上高につきまして

は172億18百万円（同16.7％減少）となりました。収益面につきましては、販売数

量の減少や銅相場下落に伴う棚卸資産評価損を計上したこと等から、営業利益は11

億４百万円（同11.4％減少）となりましたが、経常利益は銅相場の変動に備えたヘ

ッジ取引により14億92百万円（同19.0％増加）、当期純利益は10億27百万円（同

18.7％増加）となりました。

当社は伸銅品関連事業の単一セグメントとしております。伸銅品関連事業の部門

別の経営成績を示すと、次のとおりであります。

（伸銅品）

当社の主力製品である伸銅品においては、販売数量が２万3,278トン（前期比

7.4％減少）となり、売上高は、販売数量が減少し、主要原材料である銅の価格が

下落基調にあったため、146億50百万円（同13.4％減少）となりました。

（伸銅加工品）

伸銅加工品においては、売上高は９億36百万円（前期比7.3％減少）となりまし

た。

（その他の金属材料）

その他の金属材料においては、伸銅品原材料の転売が主で、売上高は16億31百万

円（前期比40.2％減少）となりました。
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(2) 対処すべき課題

株式会社ＣＫサンエツの連結子会社であるサンエツ金属株式会社との間で、製品

の相互ＯＥＭ供給、原料の共同購買、人材交流等に取り組むことで、シナジーを追

求します。

(3) 設備投資および資金調達の状況

当事業年度の設備投資総額は92百万円で、その内工場設備・機械等は73百万円で

あり、その他に車両運搬具等による19百万円の投資があります。なお、特別な資金

調達は行っておりません。

(4) 重要な組織再編等の状況

該当事項はありません。

(5) 財産および損益の状況の推移

摘 要
2016年度

(2016.4～2017.3)
2017年度

(2017.4～2018.3)
2018年度

(2018.4～2019.3)

2019年度
（当事業年度）

(2019.4～2020.3)

売 上 高(百万円) 15,806 19,064 20,660 17,218

経 常 利 益(百万円) 763 1,200 1,254 1,492

当 期 純 利 益(百万円) 542 919 865 1,027

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益(円) 229.79 389.69 366.69 435.37

総 資 産(百万円) 11,130 12,592 12,490 11,607

純 資 産(百万円) 5,582 6,473 7,297 8,251

（注）1.　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した株式
数により算出しております。

2.　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）
を2018年度の期首から適用しており、2017年度の総資産の金額については、当該会計基準を
遡って適用した後の金額となっております。
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(6) 重要な親会社および子会社の状況

①親会社との関係

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％ グループ会社の経営
管理、ならびにそれ
に付帯する業務

株式会社ＣＫサンエツ 2,756 50.2

（注）1.　当社の役員９名（取締役６名、監査等委員３名）のうち、取締役２名は同社の役員が兼務
しております。

2.　取引関係は現在のところありません。

②重要な子会社の状況

　該当事項はありません。

(7) 主要な事業内容

当社は、伸銅品の製造販売を主な内容として事業活動を展開しております。

(8) 主要な営業所および工場

本社・工場 大阪府堺市堺区

営　業　所 東京支店　　　　　（東京都墨田区）

大阪黄銅カンパニー（大阪府大阪市東成区）

(9) 従業員の状況

当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

93名 2名減 40歳２月 16年３月

（注）従業員数にはパートおよび嘱託者等を含んでおりません。

(10) 当社の主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 北 陸 銀 行 650 百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 650

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100
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2.　会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 8,000,000株

(2) 発行済株式の総数 2,370,000株(自己株式10,031株を含む)

(3) 株主数 1,317名(前期末比116名減)

(4) 大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 Ｃ Ｋ サ ン エ ツ 1,182 千株 50.1 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 155 6.5

根 　 本 　 竜 太 郎 117 4.9

三 菱 伸 銅 株 式 会 社 100 4.2

松 井 　 崇 43 1.8

鎌 谷 俊 紀 38 1.6

細 羽 　 強 35 1.5

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 29 1.2

合 同 会 社 フ ル ー エ 26 1.1

對 馬 満 春 22 0.9

（注）1．　持株比率は、自己株式10,031株を控除して算出しております。
2．　2019年８月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、

大和証券投資信託委託株式会社が2019年８月15日現在で同社が146,600株（保有割合
6.19％）を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末現在における
実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に含めておりません。

3.　会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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4.　会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取締役会長※ 釣 　 谷 　 　 宏 　 行

株式会社ＣＫサンエツ代表取締役社長
サンエツ金属株式会社代表取締役社長
シーケー金属株式会社代表取締役社長
株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社長
伏木海陸運送株式会社社外取締役

取締役社長※ 窪 　 田 　 　 　 　 誠

取締役 橋 　 本 　 　 好 　 人 営業本部長

取締役 中 　 井 　 　 進 　 弘 堺工場長

取締役 木 　 本 　 　 道 　 隆 管理統括部長

取締役 松 　 井 　 　 大 　 輔 株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部長

取締役　常勤監査等委員 木 　 内 　 　 由 　 晴

取締役　監査等委員 平 　 山 　 　 博 　 史 弁護士(平山綜合法律事務所代表)

取締役　監査等委員 飯 　 田 　 　 成 　 雄

（注）1.　※は代表取締役であります。
2.　取締役（監査等委員）平山博史氏および取締役（監査等委員）飯田成雄氏は、社外取締役
であります。

3.　2019年６月25日開催の2018年度定時株主総会終結の時をもって、原田孝之氏は取締役を任
期満了により退任いたしました。

4.　取締役（監査等委員）平山博史氏および取締役（監査等委員）飯田成雄氏は、東京証券取
引所に独立役員として届け出ております。

5.　情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、常勤の監査等委
員を置いております。

(2) 取締役の報酬等の総額

区　　分 支給人員 支給額

取締役（監査等委員を除く） ５名 65百万円

取締役（監査等委員） ３名 13百万円 （うち社外取締役２名６百万円）

計 ８名 79百万円

（注）1.　上表には、2019年６月25日開催の2018年度定時株主総会終結の時をもって、退任した取締
役（監査等委員を除く）１名を含み、無報酬の取締役２名を除いております。

2.　株主総会の決議（2015年６月26日改定）による取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額
は年額100百万円以内、監査等委員である取締役の報酬限度額は年額30百万円以内でありま
す。また、別枠で、2016年６月27日開催の定時株主総会において、株式交付信託報酬とし
て、年額21,000ポイント（１ポイント＝当社株式１株）以内と決議いただいております。

3.　期末日現在の取締役（監査等委員を除く）の人数は６名、取締役（監査等委員）は３名で
　あります。
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(3) 社外役員に関する事項

区　分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
(監査等委員)

平 山 博 史

当事業年度に開催された取締役会14回のうちすべてに出席

し、監査等委員会13回のうちすべてに出席しました。主に

弁護士としての専門的見地から取締役会の意思決定や妥当

性・適正性を確保するために必要な発言を行っておりま

す。

取 締 役
(監査等委員)

飯 田 成 雄

当事業年度に開催された取締役会14回のうちすべてに出席

し、監査等委員会13回のうちすべてに出席しました。主に

大企業での職務経験から経営判断や意思決定に必要な発言

を行っております。

（注）　社外取締役平山博史氏は、平山綜合法律事務所の代表であり、当社と平山綜合法律事務所と
の間には、重要な取引その他の関係はありません。
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5.　会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称　　　　EY新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

支 払 額

(1) 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 18百万円

(2) 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18百万円

 (注) 1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、(1)の金額にはこ
れらの合計額を記載しております。

2.　当社監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた当該事業年度の会計監査計画の監査項
目別監査時間、人員配置など内容の妥当性および適切性ならびに他社の会計監査人の報酬等
の状況について確認し、当該事業年度の報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査
人の報酬等の額について同意いたしました。

(3) 会計監査人の解任・不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

  また、監査等委員会は、上記の解任事由に該当しない場合であっても、会計監査

人の監査品質、品質管理、独立性及び総合的能力等の観点から会計監査人の職務の

執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案の内容を決定し、当該議案を決議するための株主総会の招

集の決定を取締役会に要請いたします。
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6.　株式会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果

たすため、コンプライアンス基本方針を定め、それを全ての取締役及び使用人に

周知徹底させる。

②監査室を設置する。監査室は、財務報告に係る内部統制を構築し、その体制の

整備・運用状況を評価するとともに、維持・改善を図る。

③取締役及び使用人に対し、マニュアルの作成・配布を行うこと等により、取締

役及び使用人に対し、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重

する意識を醸成する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定又は取締役に対する報告に関しては、取締役会規則等に基づ

き適切に保存及び管理するとともに当社の取締役が常時閲覧できるものとする。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社はリスク管理責任者を定めリスク管理体制を構築する。リスク管理責任者

は当社及び重要な子会社の各部門とともに潜在するリスクの抽出、評価を行い、

対応策を検討し、実行する。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

当社及び子会社は経営会議等を設置し、重要案件については取締役、関連部門

責任者等が事前に審議を行うことで取締役の迅速かつ適正な意思決定を促進する。

(5) 当社及び子会社における業務の適正を確保するための体制

①当社はコンプライアンス基本方針を定め、当社及び子会社のコンプライアンス

体制の構築に努める。

②当社の子会社の取締役及び使用人は、親会社の経営会議等に出席し、職務の執

行に係る事項を報告する。

③当社は子会社管理規程を定め、子会社の状況に応じて必要な管理を行う。

④当社はグループ内取引の公正性を保持するため、グループ内取引規程を策定し

運用する。
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(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制

監査等委員会が必要とした場合、管理統括部は監査等委員会を補助すべき使用

人として、必要な人員を配置する。

(7) 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関す

る事項

監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関して

は、監査等委員会の事前の同意を得るものとし、その使用人の取締役（監査等委

員である取締役を除く。）からの独立性を確保する。

(8) 監査等委員会の(6)の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、その職務にあたっては監査等委員

会の指示にのみ従うものとする。

(9) 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人、並びに子会社の

取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員

会に報告をするための体制

①当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の

取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当社又は子会

社に重大な損害を与える事実が発生し又は発生する恐れがあるとき、当社又は子

会社の取締役及び使用人による重大な違反又は不正行為を発見したとき、その他

当社の監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、直ちに当社

の監査等委員会に報告する。

②当社及び子会社は、当社の監査等委員会への適切な通報体制を確保するものと

する。

③当社の監査等委員会は必要に応じて当社の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役及び使用人に対して直接説

明を求めることができる。

④上記①から③の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、い

かなる不利益な扱いをしてはならないものとし、適切に運用するものとする。
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(10)当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について

生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生じる費用又は債務の処理については、当該請求に係る費用又は

債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、こ

れに応じるものとする。

(11)その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①当社及び子会社の取締役及び使用人の監査等委員会監査に対する理解を深め、

監査等委員会監査の環境を整備するよう努める。

②代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効果的な監

査業務の遂行を図る。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①　職務執行の適正性および効率性の向上

　当事業年度は14回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略に係る重要事項

の決定並びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。

②　当社における業務の適正性の確保

　監査室が内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施しており、これを確保

する体制を整備しております。

③　監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保

　当事業年度は13回の監査等委員会を開催し、社外取締役を含む監査等委員は、

監査に関する重要な報告を受け、協議、決議を行っております。また、監査等委

員は代表取締役、会計監査人及び監査室との間で定期的に情報交換等を行うこと

で、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行の監査、内部統制の

整備及び運用状況を確認しております。
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7.　株式会社の支配に関する基本方針

（会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

当社は、2006年１月16日開催の取締役会において「当社株式の大規模買付行為に関

する対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）を導入し、毎期、株主総会後の

取締役会において同対応策を更新しておりました。

しかしながら、金融商品取引法による大量取得に関する規制が浸透し、株主の皆様

が適切な判断をするために必要な情報や時間を確保する本対応方針の導入目的も一定

程度担保されるようになったこと、および、コーポレートガバナンス・コードの浸透

等、買収防衛策をめぐる近時の外部環境が本対応方針導入時とは変化したことなどか

ら、本対応方針の必要性が相対的に低下したものと判断し、当社は、2017年５月23日

の取締役会において、本対応方針の有効期限である2017年７月31日をもって本対応方

針は更新せず、廃止することを決議いたしました。

なお、当社は、本対応方針の有効期限経過後も当社株式の大量買付行為が行われた

場合には、買付者等に対して必要かつ十分な情報の提供を求め、併せて当社取締役会

の意見の開示など適時・適切な情報開示を行い、株主の皆様の検討のための時間と情

報確保に努める等、法令及び定款の範囲内において、適切な措置を講じてまいりま

す。

8.　剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、会社法第459条第１項に規定する剰余金の配当に関する事項については、

取締役会での決議による旨を定款で定めております。

配当金につきましては、株主の皆様への利益還元として経営上の重要課題と位置

づけております。利益配分に関しては、業績に見合った配当を安定的かつ継続的に

実施するとともに、将来の事業展開に必要な内部留保の充実にも努めていくことを

基本方針としており、内部留保資金は、設備投資、Ｍ＆Ａ等に活用し、経営基盤の

強化を図ることとしております。

配当金につきましては、当期は１株当たり10円（中間配当５円、期末配当５円）

とさせていただきます。また、次期につきましては、新型コロナウイルスの感染拡

大の影響により、業績予想の合理的な算定が困難であることから、業績予想は未定

としておりますが、安定的かつ継続的な配当を行う観点から、中間配当５円、期末

配当５円、合計10円を予定いたしております。

（注）本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨て、比率については
表示単位未満の端数を四捨五入しております。
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

前 払 年 金 費 用

そ の 他

11,607

8,665

1,203

1,214

1,999

2,021

681

789

480

16

20

238

△0

2,941

2,550

295

16

116

13

27

2,078

2

7

7

383

354

21

7

負 債 の 部 3,356

流 動 負 債 2,934

支 払 手 形 125

買 掛 金 790

短 期 借 入 金 1,400

未 払 金 98

未 払 法 人 税 等 291

未 払 費 用 104

賞 与 引 当 金 91

設 備 支 払 手 形 21

そ の 他 11

固 定 負 債 421

長 期 未 払 金 36

退 職 給 付 引 当 金 25

繰 延 税 金 負 債 349

そ の 他 10

純資産の 部 8,251

株 主 資 本 8,239

資 本 金 1,595

資 本 剰 余 金 290

資 本 準 備 金 290

利 益 剰 余 金 6,371

利 益 準 備 金 40

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,331

土 地 圧 縮 積 立 金 958

繰 越 利 益 剰 余 金 5,372

自 己 株 式 △17

評価・換算差額等 12

その他有価証券評価差額金 12

資 産 合 計 11,607 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,607

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 17,218

売 上 原 価 15,391

売 上 総 利 益 1,827

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 722

営 業 利 益 1,104

営 業 外 収 益 394

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10

デ リ バ テ ィ ブ 利 益 141

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 235

雑 収 入 6

営 業 外 費 用 5

支 払 利 息 2

売 上 割 引 3

手 形 売 却 損 0

雑 損 失 0

経 常 利 益 1,492

特 別 損 失 0

固 定 資 産 除 却 損 0

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0

税 引 前 当 期 純 利 益 1,492

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 460

法 人 税 等 調 整 額 4

当 期 純 利 益 1,027

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

土地圧縮
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2 0 1 9 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,595 290 290 37 958 4,371 5,367 △17 7,235

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － 2 － △25 △23 － △23

当 期 純 利 益 － － － － － 1,027 1,027 － 1,027

自己株式の取得 － － － － － － － △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )
－ － － － － － － － －

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － 2 － 1,001 1,003 △0 1,003

2 0 2 0 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,595 290 290 40 958 5,372 6,371 △17 8,239

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有価証券評
価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

2 0 1 9 年 ４ 月 １ 日 残 高 62 62 7,297

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △23

当 期 純 利 益 － － 1,027

自己株式の取得 － － △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )
△49 △49 △49

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △49 △49 953

2 0 2 0 年 ３ 月 3 1 日 残 高 12 12 8,251

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.　資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品・

仕掛品・原材料

及び貯蔵品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）

(3) デリバティブの評価基準および評価方法

デリバティブ　　　　時価法

2.　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。

無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（主に５年）に基づく定額法を

採用しております。

3.　引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき当事業年度負担額を計上しておりま

す。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。

4.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

1.　有形固定資産の減価償却累計額 2,351百万円

2.　受取手形割引高 40百万円

3.　収用に関する件

　土地収用法の適用を受けて有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記

帳額は、9,123百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

建物 2,664百万円

構築物 146百万円

機械及び装置 6,239百万円

車両運搬具 6百万円

工具器具備品 65百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　当事業年度の末日における発行済株式の種類および総数

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式(株) 2,370,000 － － 2,370,000

2.　当事業年度の末日における自己株式の種類および数

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式(株) 9,811 220 － 10,031

（注）　自己株式の数の増加220株は、単元未満株式の買取りによる増加分です。
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3.　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ）2019年５月20日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額　　　　　　11百万円

・１株当たり配当額　　　　５円00銭

・基準日　　　　　　　　　2019年３月31日

・効力発生日　　　　　　　2019年６月26日

ロ）2019年11月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額　　　　　　11百万円

・１株当たり配当額　　　　５円00銭

・基準日　　　　　　　　　2019年９月30日

・効力発生日　　　　　　　2019年12月３日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度

になるもの

2020年５月21日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額　　　　　　11百万円

・１株当たり配当額　　　　５円00銭

・基準日　　　　　　　　　2020年３月31日

・効力発生日　　　　　　　2020年６月29日

（税効果会計に関する注記）

1.　繰延税金資産の発生の主な原因の内訳

退職給付引当金 7百万円

賞与引当金 27百万円

減価償却超過額 33百万円

その他 41百万円

繰延税金資産小計 110百万円

評価性引当額 21百万円

繰延税金資産合計 89百万円

2.　繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

前払年金費用 6百万円

その他有価証券評価差額金 8百万円

土地圧縮積立金 423百万円

繰延税金負債合計 438百万円

繰延税金資産の純額 △349百万円
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（金融商品に関する注記）

1.　金融商品の状況に関する事項

　当社は、短期的な預金で余資運用するとともに銀行等金融機関からの借入によ

り資金を調達しております。

　受取手形、電子記録債権ならびに売掛金にかかる顧客の信用リスクは、与信管

理の強化によりリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であ

り、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　デリバティブ取引は原料価格変動リスクヘッジのための先物取引規程に従い、

実需の範囲で行うこととしております。

2.　金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価およ

びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表
計上額(※）

時価(※) 差額

（1）　現金及び預金 1,203 1,203 －

（2）　受取手形 1,214 1,214 －

 (3)　 電子記録債権 1,999 1,999 －

（4）　売掛金 2,021 2,021 －

（5）　デリバティブ取引 235 235 －

（6）　投資有価証券

　　　その他有価証券 236 236 －

（7）　支払手形 (125) (125) －

（8）　買掛金 (790) (790) －

（9）　短期借入金 (1,400) (1,400) －

　（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する

事項

（1） 現金及び預金、（2）受取手形、(3)電子記録債権、（4）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。
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（5） デリバティブ取引

　これらの時価については、デリバティブ取引残高を期末に決済した場合の金額

により算定しております。

（6） 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、非上

場株式（貸借対照表価額118百万円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積もることができず、時価を把握することがきわめて困難と認めら

れるため「(6) 投資有価証券」には含めておりません。

（7） 支払手形、（8）買掛金、（9）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

（関連当事者との取引に関する注記）

親会社の子会社等
(単位：百万円)

種類
会社等
の名称

所在地
事業の
内容

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

親会社の

子会社

サンエツ金属

株式会社
富山県
砺波市

黄銅棒・
線事業
および
精密部品
事業

－

非鉄金属原
材料および
非鉄金属製
品の仕入、
販売

非鉄金属原
材料および
製品の販売
（注）2

1,033 売掛金 120

非鉄金属原
材料および
製品の購入
（注）2

779 買掛金 46

（注）1.　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
2.　非鉄金属原材料および非鉄金属製品の仕入、販売についての価格その他の取引条件は、市

場実勢を勘案して決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額　　　　　　 　　 3,496円28銭

2.　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　435円37銭
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会計監査人の監査報告書謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2020年５月20日

日　本　伸　銅　株　式　会　社

　取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人
大　　阪　　事　　務　　所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 井 俊 介 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 前 泰 洋 ㊞

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本伸銅株式会社の2019年４月１

日から2020年３月31日までの2019年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査

を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場

から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に

基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内

容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその

他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除

去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの2019年度における取締役の職務の

執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議

の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使

用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、会社の内部統制部門である監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か

らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び支店等において業務及び財産の状況を調査しました。また、支店等については、

支店等の執行役員と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて支店等から事業の報告を受け

ました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたし

ました。
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２．監査の結果

（1）　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　 　　 会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月20日

日本伸銅株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 木 内 由 晴 ㊞
監 査 等 委 員 平 山 博 史 ㊞
監 査 等 委 員 飯 田 成 雄 ㊞

(注)監査等委員平山博史及び飯田成雄は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社

　　外取締役であります。

以　　上
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株主総会参考書類
＜会社提案（第１号議案）＞

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員

（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会において検討がなされましたが、

会社法の規定に基づき株主総会で陳述すべき特段の事項はないとの結論に至りま

した。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略 歴
（ 地 位 お よ び 担 当 な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式数

１
つり

釣
や

谷
ひろ

宏
ゆき

行
(1958年11月12日)

1982年４月　株式会社北陸銀行入行
1986年４月　シーケー金属株式会社入社
1991年９月　同社取締役
1996年９月　伏木海陸運送株式会社社外取締役（現任）
1997年４月　シーケー金属株式会社代表取締役社長（現任）
2000年６月　サンエツ金属株式会社（現　株式会社ＣＫサ

ンエツ）代表取締役社長（現任）
2011年10月　サンエツ金属株式会社代表取締役社長
　　　　　　（会社分割によりサンエツ金属株式会社を新

設、旧サンエツ金属株式会社は商号変更によ
り株式会社ＣＫサンエツ）（現任）

2011年12月　株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社長
（現任）

2015年６月　当社代表取締役会長（現任）
2018年１月　株式会社サンエツ商事代表取締役社長(現任)
2018年５月　株式会社日伸地金代表取締役社長(現任)
（重要な兼職の状況）
株式会社ＣＫサンエツ代表取締役社長
サンエツ金属株式会社代表取締役社長
シーケー金属株式会社代表取締役社長
株式会社リケンＣＫＪＶ代表取締役社長
伏木海陸運送株式会社社外取締役

0株

（取締役候補者とした理由）
当社親会社の代表取締役社長として、長年にわたりグループの経営に携わり、事業拡大に努めるとと
もに経営の重要事項の意思決定や業務執行の監督に十分な役割を果たしており、今後においても経営
全般にわたる高い見識に基づき適切な経営判断が行われ、当社の更なる発展に寄与するものと判断
し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略 歴
（ 地 位 お よ び 担 当 な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式数

２
くぼ

窪
た

田
 

　
まこと

誠
(1972年12月８日)

1995年４月　サンエツ金属株式会社（現　株式会社ＣＫサ
ンエツ）入社

2009年４月　同社新日東工場長
2012年６月　サンエツ金属株式会社砺波工場長

（会社分割によりサンエツ金属株式会社を新
設、旧サンエツ金属株式会社は商号変更によ
り株式会社ＣＫサンエツ）

2016年６月　同社取締役新日東事業所長
2019年４月　当社顧問
2019年６月　代表取締役社長（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
当社の経営に携わり、経営の重要事項の意思決定や業務執行の監督の役割を果たしており、今後に
おいても経営全般にわたる高い見識に基づき適切な経営判断が行われ、当社の更なる発展に寄与す
るものと判断し、引き続き取締役候補者としました。

３
はし

橋
もと

本
よし

好
と

人
(1974年12月28日)

1997年４月　シーケー金属株式会社入社
2007年９月　同社取締役継手工場長
2010年４月　同社取締役配管機器営業本部長
2016年６月　当社取締役大阪黄銅カンパニープレジデント
2018年６月　取締役営業本部長（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
営業本部長として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重要事項の意思決定や業務
執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

４
なか

中
い

井
のぶ

進
ひろ

弘
(1976年12月16日)

2001年２月　サンエツ金属株式会社（現　株式会社ＣＫサ
ンエツ）入社

2011年４月　同社砺波品質管理部長
2012年10月　サンエツ金属株式会社新日東事業所品質管理

部長
　　　　　　（会社分割によりサンエツ金属株式会社を新

設、旧サンエツ金属株式会社は商号変更によ
り株式会社ＣＫサンエツ)

2015年４月　同社新日東事業所品質管理部長兼当社特命執
行役（品質管掌）

2016年６月　当社取締役堺工場長（現任）

0株

（取締役候補者とした理由）
堺工場長として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重要事項の意思決定や業務執
行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。

５
き

木
もと

本
みち

道
たか

隆
(1968年４月13日)

1989年４月　当社入社
2009年４月　管理部長
2014年４月　管理本部長代行兼企画・財経部長
2015年４月　管理本部長
2016年６月　取締役管理統括部長（現任）

500株

（取締役候補者とした理由）
管理統括部長として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経営の重要事項の意思決定や業
務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略 歴
（ 地 位 お よ び 担 当 な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式数

６
まつ

松
い

井
だい

大
すけ

輔
(1974年11月８日)

1997年４月　株式会社北陸銀行入行
2005年10月　サンエツ金属株式会社(現　株式会社ＣＫサ

ンエツ）入社
2010年４月　同社管理本部副本部長
2011年６月　同社取締役管理本部長
2011年10月　同社取締役財務・企画部長
2011年10月　サンエツ金属株式会社取締役管理本部長
　　　　　　（会社分割によりサンエツ金属株式会社を新

設、旧サンエツ金属株式会社は商号変更によ
り株式会社ＣＫサンエツ)

2013年６月　株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部長
2013年６月　サンエツ金属株式会社取締役管理統括部長
2014年４月　当社顧問
2014年６月　常勤監査役
2015年６月　取締役（現任）
2015年６月　株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部長

（現任）
2015年６月　サンエツ金属株式会社取締役管理統括部長

（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ＣＫサンエツ取締役管理統括部長

0株

（取締役候補者とした理由）
当社親会社の財務および管理部門の責任者として豊富な経験と実績を有しており、今後においても経
営の重要事項の意思決定や業務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判断し、引き続き取締役候補
者としました。

（注）１．候補者釣谷宏行氏は株式会社ＣＫサンエツの代表取締役社長であり、当社は同社との間
で、ソフトウェア等の使用契約に基づく取引、同社が契約しているグループ役員賠償責任保
険契約に対する当社負担金の支払、及び業績連動型株式報酬制度に対する当社負担金の支払
を行っております。

また、同氏はサンエツ金属株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間で、製品
及び原料の仕入・販売等の取引、研究開発等の業務委託契約に基づく取引、並びに同社社員
の出向受入を行っております。

また、同氏は株式会社リケンＣＫＪＶの代表取締役社長であり、当社は同社との間で、同
社社員の出向受入を行っております。

また、同氏はシーケー金属株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間で、当社
社員の出向を行っております。

また、同氏は株式会社サンエツ商事の代表取締役社長であり、当社は同社との間で、当社
社員の出向を行っております。

また、同氏は株式会社日伸地金の代表取締役社長であり、当社は同社との間で、原料の仕
入・販売等の取引、及び原料仕入・製品配送等の業務委託契約に基づく取引を行っておりま
す。その他の候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。

２．候補者釣谷宏行氏の『略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）』欄には、現在
および過去５年間での当社の親会社である株式会社ＣＫサンエツならびにその子会社である
サンエツ金属株式会社、シーケー金属株式会社、株式会社リケンＣＫＪＶ、株式会社サンエ
ツ商事および株式会社日伸地金の業務執行者としての地位および担当を含めて記載しており
ます。

３．候補者窪田誠氏の『略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）』欄には、現在お
よび過去５年間での当社の親会社である株式会社ＣＫサンエツの子会社であるサンエツ金属
株式会社の業務執行者としての地位および担当を含めて記載しております。

４．候補者橋本好人氏の『略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）』欄には、過去
５年間での当社の親会社である株式会社ＣＫサンエツの子会社であるシーケー金属株式会社
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の業務執行者としての地位および担当を含めて記載しております。
５．候補者中井進弘氏の『略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）』欄には、過去

５年間での当社の親会社である株式会社ＣＫサンエツの子会社であるサンエツ金属株式会社
の業務執行者としての地位および担当を含めて記載しております。

６．候補者松井大輔氏の『略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）』欄には、現在
および過去５年間での当社の親会社である株式会社ＣＫサンエツおよびその子会社であるサ
ンエツ金属株式会社の業務執行者としての地位および担当を含めて記載しております。

以上
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＜株主提案（第２号議案及び第３号議案）＞

第２号議案及び第３号議案は株主１名からのご提案によるものであります。

当社取締役会としては、後述のとおりいずれの株主提案にも反対いたします。

以下の議題、提案の内容及び提案の理由につきましては、原則として提案株主か

ら提出されたものを原文のまま記載しております。

第２号議案　日本伸銅株式会社　定款第37条（剰余金の配当等の決定機関）当会社

は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について

は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会の決議によらず、取

締役会の決議によって定める。の削除の件

１．提案の内容

取締役会の決議による剰余金の配当の決定をすることが出来る旨の定款を削

除することにより、株主総会の議案に諮り決定を行う方針にすること。

２．提案の理由

貴社は、昨年の定時株主総会招集ご通知12頁において、

『８．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、会社法第459条第１項に規定する剰余金の配当に関する事項について

は、取締役会での決議による旨を定款で定めております。

配当金につきましては、株主の皆様への利益還元として経営上の重要課題と位

置づけております。利益配分に関しては、業績に見合った配当を安定的かつ継

続的に実施するとともに、将来の事業展開に必要な内部留保の充実にも努めて

いくことを基本方針としており、内部留保資金は、設備投資、М＆Ａ等に活用

し、経営基盤の強化を図ることとしております。配当金につきましては、当期

は１株当たり10円（中間配当５円、期末配当５円）とさせていただきます。ま

た、次期につきましては、中間配当５円、期末配当５円、合計10円を予定いた

しております。』

との記載があります。なお、昨昨年度の株主総会の文面の違いは「内部留保資

金は、設備投資、研究開発投資等に活用し、～」程度のもので、さほど差はあ

りません。

ここで問題として挙げたいのは『業績に見合った配当を安定的かつ継続的に実

施する』ことであり、なぜ業績に見合った配当金が１株当たり10円であるの

か、はっきり言って意味不明で理解できないことです。2020年２月13日時点で

の１株あたり純利益予想は322.00円であるので配当性向は3.1％と安くて仕方

がありません。

また、昨年の第４号議案、剰余金処分の件に対する取締役会の意見に安定的か

つ継続的に株主還元を行うことを目標としていますとあり、おそらくこれが想
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定される返答だと考えますが、配当金を頑なに出さないことにより、まるで他

社に安値でМ＆Ａを活用されるために活用されるのではなかろうかと考えてし

まいます。また、当社の株式は2016年10月に株式併合で10株を１株に併合し

た。そのため株式の価格が上がってしまった一方で株式の売り方と買い方の鞘

が大きくなり、売買が成立しにくい状態となっている。そのため購入しても売

ることが出来ない、流動株式としての資産性が失われている。上場している以

上、資産の拡大ももちろんだが時価総額の増大、そして東証一部上場を目的と

するのが正道ではないか。

現在の配当政策は前年の反対意見によるところの資本政策の機動性を確保する

ためとありますが、さすがにバランスが悪いと思えます。まるで、配当を上げ

ず、流動性を増やさず、株価を上げず、何も行わずただ時を費やすことそのも

のが経営陣や大株主の利益であろうかと勘繰ってしまいます。

だいたい、過去の純利益と配当金のバランスは今までの一株益と配当金のバラ

ンスからも明らかであり、

一株益 配当

2007.3 55.30 30.00

2008.3 ▲112.00 10.00

2009.3 11.90 0.00

2010.3 162.40 30.00

2011.3 219.00 40.00

2012.3 102.00 20.00

2013.3 ▲55.10 0.00

2014.3 ▲153.80 0.00

2015.3 ▲198.80 0.00

2016.3 357.80 0.00

2017.3 229.79 0.00

2018.3 389.69 10.00

2019.3 366.69 10.00

2020.3予 322.02 10.00

2021.3予 338.97 10.00

（上記、一株益と配当金は会社四季報より転載）

であり、とくに2015年３月に親会社が支配者となった後は明らかに違う。

親子上場問題として子会社の独立性が問われている昨今、明らかに稼いでいる

にもかかわらず配当金を増やさないのは機動性確保の必要性を唱えられるなら

そうかもしれませんが、それ以外に構造的な問題が存在するのは明らかであ

る。

上記の理由により、現在の経営陣の取締役会の決議により剰余金の配当の決定
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をすることは株主の利益になることはないので定款を廃止することにより、株

主総会の議案に諮り決定を行う方針にすることが必要であると考えた為、本議

案を上程いたします。

＜第２号議案に対する取締役会の意見＞

当社取締役会としては、本議案に反対いたします。

当社は、資本政策の機動性を確保するため、剰余金の配当等会社法第459条

第１項各号に定める事項を取締役会の決議により行えるようにしております

が、このような機動性確保の必要性は現時点でも何ら失われておりません。ま

た、当社取締役会は、配当による一時的かつ短期的な利益のみならず、株主の

皆様の中長期的な利益をも考慮したうえで、適切と考える配当額を決定してお

ります。

したがいまして、本議案に係る定款一部変更の必要はないと考えておりま

す。

第３号議案　剰余金処分の件

１．提案の内容

配当財産の種類　金銭　配当金は40円とする。

２．提案の理由

現在の親会社に買収される前に付けた配当金の最高額ぐらいは出して欲しい

ものです。なお、40円出してくれた場合、お話をいただければ当該株主提案は

取り下げ致します。

＜第３号議案に対する取締役会の意見＞

当社取締役会としては、本議案に反対いたします。

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な施策の一つと考えており、中

間配当と期末配当の年２回の配当を行うことを基本方針として、安定的かつ継

続的に株主還元を行うことを目標としています。流動的な経営環境の中で、こ

のような株主還元施策を今後も継続していくためには、内部留保の確保は極め

て重要です。

また、景気変動による影響に左右されにくい強固な財務基盤の構築、将来に

わたっての企業体質強化及び将来的な成長戦略のためにも、内部留保の確保は

必要であって、こうした財務基盤の構築を通じて、当社の競争力の維持及び強

化を図ることができるものと考えております。

当社といたしましては、株主の皆様に対する安定的かつ継続的な配当と、当

社の競争力の維持強化の実現のため内部留保を確保しておくことが、中長期的
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に当社の企業価値を向上させ、ひいては株主の皆様の利益に資するものと考え

ております。

したがいまして、本議案につきましては、反対をいたします。

※本議案は、第２号議案が承認可決されることを条件とする議案であります。

以上

○議決権行使書用紙ご記入の際のご注意

（1）株主提案につきましては、当社取締役会は、そのいずれにも反対してお

ります。

（2）各議案につきまして賛否の表示がない場合、会社提案については「賛」、

株主提案については「否」の意思表示があったものとしてお取り扱いい

たします。
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〈メ　モ　欄〉

メモ



〈メ　モ　欄〉

メモ



〈メ　モ　欄〉

メモ



定時株主総会会場ご案内

会場
当社本社会議室
〒590－0908　堺市堺区匠町20番地１
電話(072)229－0346（代）

Ｎ

定時株主総会会場

　日本伸銅株式会社本社
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交通機関
【公共交通機関ご利用の場合（電車・バス）の場合】
●南海本線　　　　堺駅から南海バス（匠町行き）に乗車し、匠町下車後徒歩約

８分
●南海高野線　　　堺東駅から南海バス（匠町行き）に乗車し、匠町下車後徒歩

約８分
●地下鉄四つ橋線　住之江公園駅から南海バス（匠町行き）に乗車し、匠町下車

後徒歩約８分
【車でお越しの場合】
●大阪・神戸方面から　阪神高速堺線　　住之江出口より約12分
●大阪・神戸方面から　阪神高速湾岸線　三宝出口より約５分
●和歌山方面から　　　阪神高速湾岸線　三宝出口より約５分

（新型コロナウイルスに関するお知らせ）

新型コロナウイルスが流行しておりますが、株主総会にご出席される株主様におかれましては、株主総会

開催日時点で流行状況やご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染予防策にご配慮いただき、ご

来場くださいますようお願い申しあげます。

また、株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合がありますので、ご協力くださいます

ようお願い申しあげます。

地図


